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              計   画   書     地区計画変更計画書 

東条都市計画地区計画の変更（加東市決定） 

 

 都市計画南山地区地区計画を次のように変更する。 

名   称  南山地区地区計画 

位   置  加東市南山一丁目、南山二丁目、南山三丁目、南山四丁目、南山五丁目及び南山六丁目 

面   積  約１５９．０ｈａ 

区

域

の

整

備

・

開

発

及

び

保

全

の

方

針 

地区計画の

目標 

 当地区は地域発展の核として、国土開発幹線自動車道の結節点としての立地条件を活か

した職住近接の新都市づくりを目標とした「ひょうご東条ニュータウン・インターパーク」

の整備を進める地区である。 

 このため、地区計画の策定により、建築物及び敷地に関する誘導規制並びに緑化等を積

極的に推進することによって、周辺地域と調和した当地区にふさわしい市街地を形成し、

保全するものである。 

土地利用の

方針 

 当地区を「沿道業務地区」、「工業地区」、「業務地区」及び「一般住宅地区」に区分し、

主として生産施設・研究開発施設及び流通施設の利便性を増進させるとともに、住環境や

コミュニティ機能の形成を図る土地利用方針とする。 

１ 「沿道業務地区」 

  当地区北側に隣接する住宅地の居住環境との調和を図るとともに、快適な業務地区の

形成を図るため、研究開発施設等を導入し、地区北部の道路沿いに適正に配置する。 

２ 「工業地区」 

  地域の活性化を図るとともに、雇用機会の増大をめざすため、生産施設及び流通施設

等を導入し、地区南部に適正に配置する。 

３ 「業務地区（Ⅰ）」 

  良好な居住空間と調和を図り、工場・研究所等の利便性の増進と、中国自動車道の利

用者に配慮した業務等施設の導入を図るため、ひょうご東条Ｉ．Ｃ周辺に適正に配置す

る。 

４ 「業務地区（Ⅱ）」 

  良好な居住空間と調和を図り、工場・研究所等の利便性を増進するため業務等施設を

導入し、地区北部に適正に配置する。 

５ 「一般住宅地区」 

  当地区にふさわしい低層住宅を主体とした良好な住環境の形成・保全を図る。 

地区施設の

整備の方針 

 当地区の健全な土地利用の増進と良好な地区環境の形成を図るため、地区内に道路、公

園、緑地等を適正に配置する。 

建築物等の

整備の方針 

 (1) 周辺住宅地の居住環境との調和を図るとともに業務施設地区にふさわしい環境を形

成するため、建築物等の用途について制限を行う。 

 (2) 安全で快適な業務施設地区を形成するため、敷地の最低規模、敷地境界からの壁面

の後退及び垣柵の構造を定めるとともに敷地への出入口の制限を行う。 

 (3) 周辺環境と調和した美しい街並みの形成を図るため、建築物等及び屋外広告物の形

態及び意匠の制限を行う。 

 (4) 豊かな自然環境と調和した居住環境を形成するとともにその保全を図るため、宅地

規模、建築物等の配置及び敷地内緑地等に留意して整備を行う。 
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地

区

整

備

計

画 

建

築

物

等

に

関

す

る

事

項 

地区

の細

区分 

細区分

の名称 
沿道業務地区 工業地区 業務地区（Ⅰ） 業務地区（Ⅱ） 

細区分

の面積 
約１７．９ha 約５６．５ha 約１２．５ha 約３３．０ha 

建築物等の

用途の制限 

 建築基準法別表第

二に掲げる建築物の

うち、次に該当する

建築物は、建築して

はならない。 

 (1) (り)項第三号

及び第四号に掲げ

る建築物 

 (2) (る)項第二

号、第三号、第四

号、第五号及び第

六号に掲げる建築

物 

 (3) (を)項第二

号、第三号、第七

号及び第八号に掲

げる建築物 

 建築基準法別表第

二に掲げる建築物の

うち、次に該当する

建築物は、建築して

はならない。 

 (1) (を)項第二

号、第三号、第七

号及び第八号に掲

げる建築物 

 建築基準法別表第

二に掲げる建築物の

うち、次に該当する

建築物は、建築して

はならない。 

 (1) (り)項第三号

及び第四号に掲げ

る建築物 

 (2) (る)項第二

号、第三号、第四

号、第五号及び第

六号に掲げる建築

物 

 (3) (を)項第二

号、第三号及び第

八号に掲げる建築

物 

 建築基準法別表第

二に掲げる建築物の

うち、次に該当する

建築物は、建築して

はならない。 

 (1) (に)項第五

号、及び第六号に

掲げる建築物 

 (2) (る)項第二号

に掲げる建築物 

（研修施設を除く） 

 (3) (を)項第二

号、及び第八号に

掲げる建築物 

建築物の敷

地面積の最

低限度 

― 

 ４，０００㎡ 

 ただし、建築基準

法別表第二(い)項第

九号に掲げる建築物

の敷地は除く。 

― ― 

壁面の位置

の制限 

 敷地の境界から建

築物の外壁又はこれ

に代わる柱の面まで

の最低限度は次のと

おりとする。 

道路に面する部分 

５ｍ 

 

その他の部分 

２ｍ 

 ただし、都市計画

道路南山幹線以外の

道路に面する部分の

うち、建築基準法別

表第二(い)項第九号

に掲げる建築物（建

築基準法施行令第百

三十条の四第一号及

び第二号に掲げる建

築物は除く。）は２m

とする。 

 敷地の境界から建

築物の外壁又はこれ

に代わる柱の面まで

の最低限度は次のと

おりとする。 

道路に面する部分 

５ｍ 

 

その他の部分 

２ｍ 

 ただし、都市計画

道路南山幹線以外の

道路に面する部分の

うち、建築基準法別

表第二(い)項第九号

に掲げる建築物（建

築基準法施行令第百

三十条の四第一号及

び第二号に掲げる建

築物は除く。）は２m

とする。 

 敷地の境界から建

築物の外壁又はこれ

に代わる柱の面まで

の最低限度は次のと

おりとする。 

中国自動車道及び

幅員１０ｍ以上の

道路に面する部分 

３ｍ 

 

その他の部分 

１ｍ 
 

 敷地の境界から建

築物の外壁又はこれ

に代わる柱の面まで

の最低限度は次のと

おりとする。 

幅員１０ｍ以上の

道路に面する部分 

３ｍ 

 

その他の部分 

１ｍ 
 

区域、地区整備計画の区域及び地区の細区分は、計画図表示のとおり 
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理 由 書 

 

  

この度、南山地区において、用途地域を変更することに伴い、良好な居住環境の市街地を形成するため地区計

画を本案のように変更するものである。 


